
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算





議案第 ２２ 号

令和 ７ 年度　　茨城町国民健康保険特別会計予算

令和７年度茨城町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）
第 １ 条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ　3,473,306千円と定める。
２　　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（一時借入金）
第 ２ 条 地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、200,000千円とする。

（歳出予算の流用）
第 ３ 条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 (1)　保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用
　

令和 ７ 年 　３ 月 　６ 日　提出

茨城町長　　小　林　　宣　夫
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歳　　入 （単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　　　　　　額

 1. 国民健康保険税 788,123     

 1. 国民健康保険税 788,123     

 2. 使用料及び手数料 100     

 1. 手数料 100     

 3. 国庫支出金 2     

 1. 国庫補助金 2     

 4. 県支出金 2,371,919     

 1. 県補助金 2,371,919     

 5. 財産収入 5     

 1. 財産運用収入 5     

 6. 寄附金 1     

 1. 寄附金 1     

 7. 繰入金 306,245     

 1. 他会計繰入金 302,667     

 2. 基金繰入金 3,578     

 8. 繰越金 1     

 1. 繰越金 1     

 9. 諸収入 6,910     

 1. 延滞金、加算金及び過料 4,502     

 2. 特定健康診査納付金 2,400     

 3. 雑入 8     

 　　　 　　　　　　歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 3,473,306     

第 １ 表 　 歳 入 歳 出 予 算



歳　　出 （単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　　　　　　額

 1. 総務費 62,593     

 1. 総務管理費 54,310     

 2. 徴税費 7,987     

 3. 運営協議会費 296     

 2. 保険給付費 2,314,320     

 1. 療養諸費 1,981,518     

 2. 高額療養諸費 325,300     

 3. 移送費 1     

 4. 出産育児諸費 4,500     

 5. 葬祭諸費 3,000     

 6. 傷病諸費 1     

 3. 国民健康保険事業費納付金 1,043,962     

 1. 医療給付費分 687,554     

 2. 後期高齢者支援金等分 267,553     

 3. 介護納付金分 88,855     

 4. 共同事業拠出金 1     

 1. 共同事業拠出金 1     

 5. 財政安定化基金拠出金 1     

 1. 財政安定化基金拠出金 1     

 6. 保健事業費 46,751     

 1. 特定健康診査等事業費 37,130     

 2. 保健事業費 9,621     
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（単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　　　　　　額

 7. 基金積立金 5     

 1. 基金積立金 5     

 8. 公債費 1     

 1. 公債費 1     

 9. 諸支出金 3,672     

 1. 償還金及び還付加算金 3,671     

 2. 繰出金 1     

10. 予備費 2,000     

 1. 予備費 2,000     

 　　　 　　　　　　歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 3,473,306     



国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算

　事  項  別  明  細  書　





１．総　括

（歳　　入） （単位　千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　較 増 減 率 ％ 構 成 比 ％

 1. 国民健康保険税 788,123 689,393 98,730 14.3 22.7 

 2. 使用料及び手数料 100 100  

 3. 国庫支出金 2 2  

 4. 県支出金 2,371,919 2,511,584 △139,665 △5.6 68.3 

 5. 財産収入 5 7 △2 △28.6 

 6. 寄附金 1 1  

 7. 繰入金 306,245 449,938 △143,693 △31.9 8.8 

 8. 繰越金 1 1  

 9. 諸収入 6,910 7,460 △550 △7.4 0.2 

　　　　　 歳　　入　　合　　計 3,473,306 3,658,486 △185,180 △5.1 100.0 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款
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（歳　　出） （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 総務費 62,593 59,374 3,219 120  61,147 1,326 5.4 1.8 

 2. 保険給付費 2,314,320 2,458,214 △143,894 2,305,575  3,006 5,739 △5.9 66.6 

 3. 国民健康保険事業費納付金 1,043,962 1,087,368 △43,406 48,099   995,863 △4.0 30.1 

 4. 共同事業拠出金 1 1     1 

 5. 財政安定化基金拠出金 1 1     1 

 6. 保健事業費 46,751 47,348 △597 18,126  2,400 26,225 △1.3 1.3 

 7. 基金積立金 5 7 △2   5  △28.6 

 8. 公債費 1 1     1 

 9. 諸支出金 3,672 4,172 △500    3,672 △12.0 0.1 

10. 予備費 2,000 2,000     2,000 0.1 

歳    出    合    計 3,473,306 3,658,486 △185,180 2,371,920  66,558 1,034,828 △5.1 100.0 

増減率％ 構成比％特      定      財      源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳



２．歳　　入

(款)  1.国民健康保険税 (項)  1.国民健康保険税 （単位　千円）

金　　額

 1.国民健康保険税 788,120 689,390 98,730  1.医療給付費分現年 489,300

課税分

 2.後期高齢者支援金 200,850

現年課税分

 3.介護納付金分現年 68,970

課税分

 4.医療給付費分滞納 18,000

繰越分

 5.後期高齢者支援金 7,500

滞納繰越分

 6.介護納付金分滞納 3,500

繰越分

 2.退職被保険者等国民 3 3  4.医療給付費分滞納 1

健康保険税 繰越分

 5.後期高齢者支援金 1

滞納繰越分

 6.介護納付金分滞納 1

繰越分

　　　 計 788,123 689,393 98,730

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.手数料

 1.督促手数料 100 100  1.督促手数料 100

　　　 計 100 100

(款)  3.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1.国民健康保険災害臨 2 2  1.一部負担金減免に 1

時特例補助金 よる損失補填

 2.保険税減免による 1

損失補填

　　　 計 2 2

節

区　　　分
本　年　度 前　年　度 比　　較目 説　　　　　　　　明
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(款)  4.県支出金 (項)  1.県補助金 （単位　千円）

金　　額

 1.保険給付等交付金 2,371,919 2,511,584 △139,665  1.普通交付金 2,305,574 保険給付費等交付金（普通交付金） 2,305,574

 2.特別交付金 66,345 保険者努力支援分 26,255

特別調整交付金分（市町村） 1,500

県繰入金（２号分） 30,120

特定健康診査等負担金 8,470

　　　 計 2,371,919 2,511,584 △139,665

(款)  5.財産収入 (項)  1.財産運用収入

 1.利子及び配当金 5 7 △2  1.利子及び配当金 5 支払準備基金利子 5

　　　 計 5 7 △2

(款)  6.寄附金 (項)  1.寄附金

 1.寄附金 1 1  1.一般寄附金 1

　　　 計 1 1

(款)  7.繰入金 (項)  1.他会計繰入金

 1.一般会計繰入金 302,667 257,840 44,827  1.保険基盤安定繰入 170,000

金

 2.未就学児均等割保 2,000

険税繰入金

 3.職員給与費等繰入 61,147

金

 4.産前産後保険税繰 70

入金

 5.出産育児金等繰入 3,000

金

 6.財政安定化支援事 12,044

業繰入金

 7.その他繰入金 54,406

　　　 計 302,667 257,840 44,827

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　　　　明
区　　　分



(款)  7.繰入金 (項)  2.基金繰入金 （単位　千円）

金　　額

 1.支払準備基金繰入金 3,578 192,098 △188,520  1.支払準備基金繰入 3,578

金

　　　 計 3,578 192,098 △188,520

(款)  8.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰越金 1 1  1.繰越金 1

　　　 計 1 1

(款)  9.諸収入 (項)  1.延滞金、加算金及び過料

 1.延滞金 4,500 5,000 △500  1.延滞金 4,500

 2.加算金 1 1  1.加算金 1

 3.過料 1 1  1.過料 1

　　　 計 4,502 5,002 △500

(款)  9.諸収入 (項)  2.特定健康診査納付金

 1.特定健康診査納付金 2,400 2,450 △50  1.特定健康診査自己 2,400

負担金

　　　 計 2,400 2,450 △50

(款)  9.諸収入 (項)  3.雑入

 1.第三者納付金 2 2  1.現物給付分 1

 2.現金給付分 1

 2.返納金 4 4  1.現物給付分 2 現物給付分 1

現物給付分〈滞納繰越分〉 1

 2.現金給付分 2 現金給付分 1

現金給付分〈滞納繰越分〉 1

 3.退職被保険者等返納 1 1  1.現物給付分 1 現物給付分〈滞納繰越分〉 1

金

 4.雑入 1 1  1.雑入 1

　　　 計 8 8

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　　　　明
区　　　分
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３．歳　　出

（款）  1.総務費 （項）  1.総務管理費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

 1.一般管理費 53,100 50,002 3,098 120 52,980  1.報酬 1,512

38,483  2.給料 19,652 03   国民健康保険事務に要する職員給与費　　　    38,483

 3.職員手当等 13,547 　02　給料 19,652

 4.共済費 6,267 　　　　　一般職 19,652

 8.旅費 24 　03　職員手当等 12,932

10.需用費 620 　　　　　住居手当 198

11.役務費 6,924 　　　　　通勤手当 424

12.委託料 1,026 　　　　　時間外勤務手当 1,360

13.使用料及び 3,145 　　　　　期末手当 4,295

賃借料 　　　　　勤勉手当 3,608

18.負担金補助 383 　　　　　退職手当負担金 2,653

及び交付金 　　　　　地域手当 394

　04　共済費 5,899

　　　　　共済組合負担金 5,587

　　　　　共済組合事務費負担金 69

　　　　　共済組合追加費用等負担金 243

120 14,497 11   一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　    14,617

　01　報酬 1,512

　　　　　会計年度任用職員 1,512

　03　職員手当等 615

　　　　　期末手当（会計年度任用職員） 334

　　　　　勤勉手当（会計年度任用職員） 281

　04　共済費 368

　　　　　共済組合負担金（会計年度任用職員） 136

　　　　　共済組合事務費負担金（会計年度任用

　　　　　職員） 6

　　　　　共済組合特定健康診査等負担金（会計

　　　　　年度任用職員） 1

　　　　　社会保険料 225

　08　旅費 24

　　　　　費用弁償（会計年度任用職員） 24

　10　需用費 620

　　01　消耗品費 530

　　04　印刷製本費 90

　11　役務費 6,924

説　　　　　　　　明目 本　年　度 前　年　度 比　　較 特　　定　　財　　源

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

区　分 金　　額



（款）  1.総務費 （項）  1.総務管理費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

( 1一般管理費) 　　01　通信運搬費 2,738

　　04　手数料 4,186

　12　委託料 1,026

　　　　　国民健康保険システム業務処理委託 946

　　　　　国民健康保険システム機器保守管理委

　　　　　託 80

　13　使用料及び賃借料 3,145

　　　　　国民健康保険システム使用料 2,896

　　　　　国民健康保険システム機器賃借料 249

　18　負担金補助及び交付金 383

　　01　負担金 383

　　　　　オンライン資格確認等に係る運営負担

　　　　　金 263

　　　　　国保データベース補完システムに係る

　　　　　運営負担金 120

 2.連合会負担 1,210 1,254 △44 1,210 18.負担金補助 1,210

金 1,210 及び交付金 11   国保連合会負担金　　　　　　　　　　　　     1,210

　18　負担金補助及び交付金 1,210

　　01　負担金 1,210

　　　　　国保連合会 1,188

　　　　　第三者行為求償事務 22

　計 54,310 51,256 3,054 120 52,980 1,210

（款）  1.総務費 （項）  2.徴税費

 1.賦課徴収費 7,987 7,814 173 7,987 10.需用費 42

7,987 11.役務費 1,513 11   賦課事務費　　　　　　　　　　　　　　　     7,987

12.委託料 4,932 　10　需用費 42

18.負担金補助 1,500 　　01　消耗品費 21

及び交付金 　　04　印刷製本費 21

　11　役務費 1,513

　　01　通信運搬費 1,381

　　04　手数料 132

　12　委託料 4,932

　　　　　国保賦課システム業務処理委託 4,547

　　　　　国保賦課システム改修業務委託 385

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（款）  1.総務費 （項）  2.徴税費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

( 1賦課徴収費) 　18　負担金補助及び交付金 1,500

　　01　負担金 1,500

　　　　　徴収事務負担金 1,500

　計 7,987 7,814 173 7,987

（款）  1.総務費 （項）  3.運営協議会費

 1.運営協議会 296 304 △8 180 116  1.報酬 180

費 180 116  8.旅費 42 11   運営協議会費　　　　　　　　　　　　　　       296

 9.交際費 20 　01　報酬 180

10.需用費 4 　　　　　市町村の国民健康保険事業の運営に関

18.負担金補助 50 　　　　　する協議会の委員 180

及び交付金 　08　旅費 42

　　　　　費用弁償 21

　　　　　特別旅費 21

　09　交際費 20

　　　　　会長交際費 20

　10　需用費 4

　　03　食糧費 4

　18　負担金補助及び交付金 50

　　01　負担金 50

　　　　　県国保運営協議会長会 20

　　　　　各種会議・研修等負担金 30

　計 296 304 △8 180 116

（款）  2.保険給付費 （項）  1.療養諸費

 1.療養給付費 1,960,000 2,100,000 △140,000 1,959,994 6 18.負担金補助 1,960,000

1,959,994 6 及び交付金 11   療養給付費　　　　　　　　　　　　　　　 1,960,000

　18　負担金補助及び交付金 1,960,000

　　01　負担金 1,960,000

　　　　　療養給付費 1,960,000

 2.療養費 12,000 12,000 12,000 18.負担金補助 12,000

12,000 及び交付金 11   療養費　　　　　　　　　　　　　　　　　    12,000

　18　負担金補助及び交付金 12,000

　　01　負担金 12,000

　　　　　療養費 12,000

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



（款）  2.保険給付費 （項）  1.療養諸費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

 3.審査支払手 9,518 9,832 △314 8,280 1,238 11.役務費 9,518

数料 8,280 1,238 11   審査支払手数料　　　　　　　　　　　　　     9,518

　11　役務費 9,518

　　04　手数料 9,518

　計 1,981,518 2,121,832 △140,314 1,980,274 6 1,238

（款）  2.保険給付費 （項）  2.高額療養諸費

 1.高額療養費 325,000 325,000 325,000 18.負担金補助 325,000

325,000 及び交付金 11   高額療養費　　　　　　　　　　　　　　　   325,000

　18　負担金補助及び交付金 325,000

　　01　負担金 325,000

　　　　　高額療養費 325,000

 2.高額介護合 300 380 △80 300 18.負担金補助 300

算療養費 300 及び交付金 11   高額介護合算療養費　　　　　　　　　　　       300

　18　負担金補助及び交付金 300

　　01　負担金 300

　　　　　高額介護合算療養費 300

　計 325,300 325,380 △80 325,300

（款）  2.保険給付費 （項）  3.移送費

 1.移送費 1 1 1 18.負担金補助 1

1 及び交付金 11   移送費　　　　　　　　　　　　　　　　　         1

　18　負担金補助及び交付金 1

　　01　負担金 1

　　　　　移送費 1

　計 1 1 1

（款）  2.保険給付費 （項）  4.出産育児諸費

 1.出産育児一 4,500 8,000 △3,500 3,000 1,500 18.負担金補助 4,500

時金 3,000 1,500 及び交付金 11   出産育児一時金　　　　　　　　　　　　　     4,500

　18　負担金補助及び交付金 4,500

　　01　負担金 4,500

　　　　　出産育児一時金 4,500

　計 4,500 8,000 △3,500 3,000 1,500

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（款）  2.保険給付費 （項）  5.葬祭諸費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

 1.葬祭費 3,000 3,000 3,000 18.負担金補助 3,000

3,000 及び交付金 11   葬祭費　　　　　　　　　　　　　　　　　     3,000

　18　負担金補助及び交付金 3,000

　　01　負担金 3,000

　　　　　葬祭費 3,000

　計 3,000 3,000 3,000

（款）  2.保険給付費 （項）  6.傷病諸費

 1.傷病手当金 1 1 1 18.負担金補助 1

1 及び交付金 11   傷病手当金　　　　　　　　　　　　　　　         1

　18　負担金補助及び交付金 1

　　01　負担金 1

　　　　　傷病手当金 1

　計 1 1 1

（款）  3.国民健康保険事業費納付金 （項）  1.医療給付費分

 1.医療給付費 687,554 717,587 △30,033 48,099 639,455 18.負担金補助 687,554

分 48,099 639,455 及び交付金 11   医療給付費分　　　　　　　　　　　　　　   687,554

　18　負担金補助及び交付金 687,554

　　01　負担金 687,554

　　　　　医療給付費分 687,554

　計 687,554 717,587 △30,033 48,099 639,455

（款）  3.国民健康保険事業費納付金 （項）  2.後期高齢者支援金等分

 1.後期高齢者 267,553 274,197 △6,644 267,553 18.負担金補助 267,553

支援金等分 267,553 及び交付金 11   後期高齢者支援金等分　　　　　　　　　　   267,553

　18　負担金補助及び交付金 267,553

　　01　負担金 267,553

　　　　　後期高齢者支援金等分 267,553

　計 267,553 274,197 △6,644 267,553

（款）  3.国民健康保険事業費納付金 （項）  3.介護納付金分

 1.介護納付金 88,855 95,584 △6,729 88,855 18.負担金補助 88,855

分 88,855 及び交付金 11   介護納付金分　　　　　　　　　　　　　　    88,855

　18　負担金補助及び交付金 88,855

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



（款）  3.国民健康保険事業費納付金 （項）  3.介護納付金分 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

( 1介護納付金 　　01　負担金 88,855

分) 　　　　　介護納付金分 88,855

　計 88,855 95,584 △6,729 88,855

（款）  4.共同事業拠出金 （項）  1.共同事業拠出金

 1.共同事業拠 1 1 1 18.負担金補助 1

出金 1 及び交付金 11   共同事業拠出金　　　　　　　　　　　　　         1

　18　負担金補助及び交付金 1

　　01　負担金 1

　　　　　共同事業拠出金 1

　計 1 1 1

（款）  5.財政安定化基金拠出金 （項）  1.財政安定化基金拠出金

 1.財政安定化 1 1 1 18.負担金補助 1

基金拠出金 1 及び交付金 11   財政安定化基金拠出金　　　　　　　　　　         1

　18　負担金補助及び交付金 1

　　01　負担金 1

　　　　　財政安定化基金拠出金 1

　計 1 1 1

（款）  6.保健事業費 （項）  1.特定健康診査等事業費

 1.特定健康診 37,130 37,679 △549 14,955 2,400 19,775  1.報酬 2,394

査等事業費 12,695 2,400 16,644  3.職員手当等 957 11   特定健康診査経費　　　　　　　　　　　　    31,739

 4.共済費 591 　11　役務費 892

 7.報償費 767 　　01　通信運搬費 670

 8.旅費 120 　　04　手数料 222

10.需用費 253 　12　委託料 30,402

11.役務費 958 　　　　　受診券作成委託 432

12.委託料 30,596 　　　　　特定健康診査委託 25,275

13.使用料及び 43 　　　　　受診勧奨業務委託 4,695

賃借料 　18　負担金補助及び交付金 445

17.備品購入費 6 　　01　負担金 445

18.負担金補助 445 　　　　　特定健康診査等データ管理システム負

及び交付金 　　　　　担金 445

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（款）  6.保健事業費 （項）  1.特定健康診査等事業費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

( 1特定健康診 2,260 3,131 12   特定保健指導経費　　　　　　　　　　　　     5,391

査等事業費) 　01　報酬 2,394

　　　　　会計年度任用職員 2,394

　03　職員手当等 957

　　　　　期末手当（会計年度任用職員） 520

　　　　　勤勉手当（会計年度任用職員） 437

　04　共済費 591

　　　　　共済組合負担金（会計年度任用職員） 220

　　　　　共済組合事務費負担金（会計年度任用

　　　　　職員） 6

　　　　　共済組合特定健康診査等負担金（会計

　　　　　年度任用職員） 1

　　　　　社会保険料 364

　07　報償費 767

　　　　　保健事業謝礼 767

　08　旅費 120

　　　　　費用弁償（会計年度任用職員） 120

　10　需用費 253

　　01　消耗品費 253

　11　役務費 66

　　01　通信運搬費 66

　12　委託料 194

　　　　　地区健診用システム処理委託 9

　　　　　特定保健指導中間検査委託 185

　13　使用料及び賃借料 43

　　　　　健康管理システム使用料 43

　17　備品購入費 6

　　　　　その他の備品 6

　計 37,130 37,679 △549 14,955 2,400 19,775

（款）  6.保健事業費 （項）  2.保健事業費

 1.保健衛生普 6,344 6,815 △471 6,344 11.役務費 844

及費 844 12.委託料 5,500 12   医療費適正化事業費　　　　　　　　　　　       844

　11　役務費 844

　　01　通信運搬費 844

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



（款）  6.保健事業費 （項）  2.保健事業費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

( 1保健衛生普 5,500 13   予防検診助成費　　　　　　　　　　　　　     5,500

及費) 　12　委託料 5,500

　　　　　人間ドック・脳ドック委託 5,500

 2.疾病予防費 3,277 2,854 423 3,171 106 10.需用費 70

3,171 106 11.役務費 36 12   重症化予防事業費　　　　　　　　　　　　     3,277

12.委託料 3,171 　10　需用費 70

　　01　消耗品費 70

　11　役務費 36

　　01　通信運搬費 6

　　04　手数料 30

　12　委託料 3,171

　　　　　生活習慣病重症化予防事業業務委託 3,171

　計 9,621 9,669 △48 3,171 6,450

（款）  7.基金積立金 （項）  1.基金積立金

 1.支払準備基 5 7 △2 5 24.積立金 5

金積立金 5 11   支払準備基金積立金　　　　　　　　　　　         5

　24　積立金 5

　　　　　国民健康保険支払準備基金 5

　計 5 7 △2 5

（款）  8.公債費 （項）  1.公債費

 1.元金 1 1 1 22.償還金利子 1

1 及び割引料 11   償還元金　　　　　　　　　　　　　　　　         1

　22　償還金利子及び割引料 1

　　　　　償還元金 1

　計 1 1 1

（款）  9.諸支出金 （項）  1.償還金及び還付加算金

 1.保険税還付 3,500 4,000 △500 3,500 22.償還金利子 3,500

金 3,500 及び割引料 11   保険税還付金　　　　　　　　　　　　　　     3,500

　22　償還金利子及び割引料 3,500

　　　　　保険税還付金 3,500

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（款）  9.諸支出金 （項）  1.償還金及び還付加算金 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

 2.還付加算金 150 150 150 22.償還金利子 150

150 及び割引料 11   還付加算金　　　　　　　　　　　　　　　       150

　22　償還金利子及び割引料 150

　　　　　保険税還付加算金 150

 3.保険税延滞 20 20 20 22.償還金利子 20

金等還付金 20 及び割引料 11   保険税延滞金等還付金　　　　　　　　　　        20

　22　償還金利子及び割引料 20

　　　　　延滞金還付金 10

　　　　　督促手数料還付金 10

 4.償還金 1 1 1 22.償還金利子 1

1 及び割引料 11   償還金　　　　　　　　　　　　　　　　　         1

　22　償還金利子及び割引料 1

　　　　　国庫支出金過年度分返還金 1

　計 3,671 4,171 △500 3,671

（款）  9.諸支出金 （項）  2.繰出金

 1.一般会計繰 1 1 1 27.繰出金 1

出金 1 11   一般会計繰出金　　　　　　　　　　　　　         1

　27　繰出金 1

　　　　　一般会計 1

　計 1 1 1

（款） 10.予備費 （項）  1.予備費

 1.予備費 2,000 2,000 2,000 29.予備費 2,000

　計 2,000 2,000 2,000

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



１．特 別 職

計

その他の
特 別 職

比　　  較

長　　 等

前　年　度

長　　 等

議　　 員

計 9 180 180 180 

その他の
特 別 職

9 180 

議　　 員

180 180 

180 

計 9 180 180 180 

議　 　員
本　年　度

長　 　等

年間支給率(月分)

（人） 報　酬 給　料 期末手当 その他の手当 計

その他の
特 別 職

9 180 180 

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

（単位　千円）

区　　　　　分

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

共　済　費 合　　計 備　　　考職 員 数
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２．一 般 職

（ １ ） 総　　括

168 

2,485 

2,653 

877 

3,449 

管理職特別
勤務手当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退職手当負担金

198 1,360 424 

△ 336 

534 1,360 

104 

320 

4,483 

394 

394 

5,149 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 夜間勤務手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿日直手当 単身赴任手当

4,326 

666 

比 較 1 407 1,245 1,873 3,525 463 

区　　分

3,988 

職員手当
の 内 訳

派 遣 手 当 地 域 手 当

6,024 44,086 

前 年 度 7 3,499 18,407 12,631 34,537 5,561 40,098 

本 年 度 8 3,906 19,652 14,504 38,062 

区　　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考職 員 数
報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当

（単位　千円）

計
　　　　（人）

本　年　度

前　年　度

比　　　 較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　 　較

休日勤務手当



ア 会計年度任用職員以外の職員

320 

104 

394 

394 566 

3,042 

3,608 

560 

3,735 

4,295 

1,360 

1,360 

168 

時間外勤務手当 宿日直手当 単身赴任手当

休日勤務手当
管理職特別
勤務手当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退職手当負担金 派 遣 手 当

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 夜間勤務手当 特殊勤務手当

198 

534 

△ 336 

424 

2,485 

2,653 

比 較 1,245 1,456 2,701 

職員手当
の 内 訳

418 3,119 

地 域 手 当

19,652 12,932 32,584 5,656 38,240 

前 年 度 6 18,407 11,476 29,883 5,238 35,121 

（単位　千円）

区　　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考職 員 数
報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

　　　　（人）

区　　分

本　年　度

本 年 度 6 

前　年　度

比　　　 較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　 　較
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イ 会計年度任用職員

106 311 

748 407 

派 遣 手 当 地 域 手 当

854 718 

休日勤務手当
管理職特別
勤務手当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退職手当負担金

特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿日直手当 単身赴任手当

前 年 度 1 3,499 1,155 4,654 323 4,977 

869 

職員手当
の 内 訳

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 夜間勤務手当

5,846 

比 較 1 407 417 824 45 

本 年 度 2 3,906 1,572 5,478 368 

（単位　千円）

区　　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考職 員 数
報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

　　　　（人）

比　　　 較

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　 　較

区　　分

本　年　度

前　年　度



（ ２ ） 給料及び職員手当の増減額の明細

 地域手当

 住居手当

 通勤手当

 期末手当

 勤勉手当

 退職手当負担金

877

168

△ 336 千円

104

666

職 員 手 当 1,873  制度改正に伴う増減分 394 

 その他の増減分 1,479 

 実施時期 R6.4.1

 その他の増減分 △ 110  異動退職等によるもの

％  会計年度任用職員以外の職員

 給与改定に伴う増加分 1,276  給与改定率 7.07 ％  会計年度任用職員以外の職員

給　 　　  料 1,245  昇給に伴う増加分 79  平均昇給率 1.64

千円 千円

区　　分 増　減　額 増　 減　 事　 由　 別　 内　 訳 説　　　　　　明 備　　　考
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（ ３ ） 給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与 ウ 級別職員数

　

イ 初任給

計 6 100.0

６　　級

７　　級

大　 学 　卒 220,000 220,000 ５　　級 1 16.7

区　　　  分 行　　政　　職
国　の　制　度 １　　級 3 50.0

行　 政 　職

高　 校 　卒 188,000 188,000 ４　　級

２　　級 2 33.3

円　 円　
令 和 ６ 年
１ 月 １ 日
現 在

３　　級

６　　級

７　　級

1 16.7

計 6 100.0

平 均 給 与 月 額 （円） 279,686 ４　　級
令 和 ６ 年
１ 月 １ 日
現 在

平 均 給 料 月 額 （円） 250,133
令 和 ７ 年
１ 月 １ 日
現 在

３　　級

平 均 年 齢 （歳） 31.7 ５　　級 1 16.7

区　　　　　　　　　分 行　　政　　職
区　　分

行　　　　　　政　　　　　　職

令 和 ７ 年
１ 月 １ 日
現 在

平 均 給 料 月 額 （円） 253,867

平 均 年 齢 （歳） 32.3 ２　　級 2 33.3

級 職員数（人） 構成比（％）

平 均 給 与 月 額 （円） 269,000 １　　級 2 33.3



（級別の基準となる職務） エ 昇給

(％) 83.3 83.3

(人)

６ 号 給 (人)

３ 号 給 (人)

４ 号 給 (人)

(人)

２ 号 給 (人)

(人) 6 6

 昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 5 5
６　級

１． 課長又は副参事の職務

前
　
年
　
度

 職　　　　 員 　　　　数 (Ａ)

７　級
１． 部長又は参事の職務

号 給 数 別 内 訳

１ 号 給

５ 号 給

 比　　　　　　　率 (Ｂ) / (Ａ)

(人)

５　級
１． 課長補佐の職務 ６ 号 給 (人)

 比　　　　　　　率 (Ｂ) / (Ａ) (％) 100.0 100.0

４　級
１． 係長又は主査の職務 ４ 号 給 (人)

３　級
１． 主幹又は技幹の職務 ２ 号 給 (人)

３ 号 給 (人)

５ 号 給

２　級
１． 知識若しくは経験を必要とする業務を行う主事又は技師の職務  昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

主事又は技師の職務 行　 政 　職

２． 主事補又は技師補の職務

本
　
年
　
度

 職　　　　 員 　　　　数 (Ａ) (人) 6 6

6 6

号 給 数 別 内 訳

１ 号 給 (人)

区　分 行　　　　　政　　　　　職
区　　　　　　　　分 合計

代表的な職種

１　級
１．
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オ 期末手当、勤勉手当

4.6（2.4）

4.5（2.35）

4.6（2.4）

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ 地域手当

ク その他の手当

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 （％） 2.0

支 給 率 （％） 2.0

支 給 対 象 職 員 数 （人） 6

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

扶　養　手　当 同

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

備　　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

区　　分
20年勤続の者
        （月分）

25年勤続の者
       （月分）

35年勤続の者
        （月分）

最 高 限 度
　　　　（月分）

その他の加算措置等

国の制度 2.3（1.2） 2.3（1.2） 有

６月（月分） 12月（月分）

本 年 度 2.3（1.2） 2.3（1.2） 有

区　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率 支　給　率　計

            (月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考

前 年 度 2.25（1.175） 2.25（1.175） 有


